
⼤磯町⻑ 池⽥東⼀郎 の
「春の出前町政報告会」
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１ 町⻑３年間のふりかえり
２ 令和８年度当初予算の主要事業

「人と自然が輝く⼤磯へ」
３ 町役場建替えについて
４ 町⽴⼩学校いじめ問題について



【傾向】
〇自然増減は16年以上連続のマイナス

➡出生が減り、死亡が増えている
〇社会増減は13年連続のプラス

➡20歳代が転出、
0〜15歳と30〜40歳が転入

【対策】
〇⼦育て世代⽀援、健康・⻑寿、わくわく楽しい など

2

Ｒ７年

出生
死亡

96人
437人 －341人

転入
転出

1,088人
1,051人 ＋ 37人

合計 －304人

① 大磯町人口減少の
傾向と対策

➡ 住みよいまちづくりを！
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住み続けたい街（駅）
ランキング

② 人口減少対策の効果
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③第３期(2025)社人研準拠 推計

④第３期(2025)独自推計（出生率
R17:1.3⇒R27:1.5、社会増+100人）

（年）

（人）

② 人口減少対策の効果 ２
大磯町人口ビジョン２期３期
における人口推計

➡ 人口減少に歯止めがかかりつつある
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③ 今後の課題
○転入者の受け皿となる住宅が⾜りない可能性
○共同住宅(マンションなど)の供給があまり期待出来ない
新築住宅⼾数の状況（2024年４⽉〜2025年３⽉） （単位：⼾）

大磯町 二宮町 平塚市

新築住宅 うち共同住宅 新築住宅 うち共同住宅 新築住宅 うち共同住宅
155 0 135 9 1,604 619 

茅ヶ崎市 小田原市 神奈川県

新築住宅 うち共同住宅 新築住宅 うち共同住宅 新築住宅 うち共同住宅
1,579 429 1,366 602 66,361 38,149 

➡ 空き家対策の重要性が増している



○町⽴⼩中学校空調整備 ○ＩＣＴ関連機器更新
○⼩学校給食費無償化 ○中学校昼食⽀援(ラボ弁無料化)
○18歳までこども医療費無償化 ○磯⼩トイレ改修
○磯⼩学童保育拡充 ○こどもの居場所づくり
○こんにちは赤ちゃんバッグほか妊娠・出産⽀援
など
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① 子育てするなら大磯
＜こども・子育て応援アクションプログラム＞

２ 令和８年度当初予算の主要事業
「人と自然が輝く⼤磯へ」



○通いの場⽀援（12カ所）○福祉活動団体等⽀援
○町社協⽀援拡充 ○富⼠⾒地区など交通対策
○６５歳以上介護保険料県内最低額
○各種健診の受診率アップ
○帯状疱疹ワクチン接種 ○断熱補助⾦創設
○空き家対策（解体・リフォーム補助⾦創設）
○鳥獣被害対策充実 など
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② 住めば健康・安心の大磯

２ 令和８年度当初予算の主要事業
「人と自然が輝く⼤磯へ」
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③ みんなわくわく大磯
○コネクト指定管理者交代
○ウィークリー打上げ花火（３回）
○海辺の映画館（２回）
○ウォーターバトル（２回）
○各地域お祭り⽀援
○ドッグランなどイベント充実
○おおいそ文化芸術祭
○⼤磯まつり など

２ 令和８年度当初予算の主要事業
「人と自然が輝く⼤磯へ」
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a. 町役場本庁舎は築55年
b. 前町⻑時代に現地建替えの⽅向
c. 町⻑選挙では「耐震補強検討」
d. 令和５年９⽉議会で補正予算が否決

町議会は現地での速やかな建替えを決議
e. 令和８年３⽉に事業者と契約締結

① 建替えの経緯



10

② プロポーザルにより

＜代表企業＞戸田建設(株)
＜協力企業＞(株)松田平田設計と契約

a.令和８年１⽉31日にプロポーザルを実施
⇒実績・体制評価、技術提案評価、提案

価格評価の合計評価点により選定
b.３⽉議会にて、契約締結議案が可決
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③プロポーザルにより

金額は68.2億円に（約４.６億円安く）

a.総工費 72.8億円※ 68.2億円 約4.6億円の減

b.資⾦計画（延床5,500㎡） ※⾒込み
基⾦ 15.0億円 15.2億円 約0.2億円の増
地⽅交付税 19.8億円 20.8億円 約1億円︖の増
町の借⾦ 38.0億円 32.2億円 約5.8億円の減

c.完成予定 R11.10⽉ R11.7⽉
（移転はR12.２⽉） （移転はR11.11⽉）

※その他アスベスト対策、ICT移設、駐⾞場送迎などで
追加費用 約11.6億円を加えて79.8億円 (R7.7⽉時点)

＜費用⾒込み(R7.7⽉＞ ＜契約⾦額＞
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※外観イメージ



13

○基本設計への町⺠参加(７⽉と９⽉にＷＳ予定)
○ふるさと納税など寄附⾦促進
○⼤磯港駐⾞場の収益向上(港でイベント開催)
○観光施設など収益改善（旧吉⽥邸、運動公園）

④ これからの取組み

➡ 財源確保対策推進
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① 事案の概要
４ 町⽴⼩学校いじめ問題について

被害児童が、同学年の児童複数名から暴⾔等を浴びせられるというい
じめ事案等の結果、R４年12⽉に町外の⼩学校へ転校

R５年４⽉に被害児童保護者が当時の学校と教育委員会の
いじめ対応についての検証を求めたことから、⼤磯町教育委員会が
いじめによる重⼤事態とした

R５年６⽉20日〜R７年３⽉24日まで第三者委員による調査

調査報告書はR７年４⽉に町⻑に提出。町側は直ちにマスキングを
施した調査報告書の公表を試みたが、被害児童保護者はマスキングの
無い報告書を受け取るまでは、調査報告書の公表は認めないと主張
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R７年８⽉、被害児童保護者は、マスキングの無い報告書を渡すことなどを
求め、裁判外紛争解決手続き（ADR）を申し⽴て。町側は関係者の個人
情報と人権を守る観点からそれを拒否する旨の回答書を提出

被害児童保護者は、保有個人情報開示請求で入手したマスキング付き
調査報告書を新聞記者に提供し、報告書の内容が新聞で報道される
（R８年３⽉25日）

新聞記事に不正確な記述があり、事前に文部科学省と県の了解は得た
うえで、R８年３⽉27日に町⻑が記者会⾒してマスキング付き調査報告書
を公表

R８年４⽉８日に被害児童保護者はADRへの申し⽴てを取り下げ、終了

４ 町⽴⼩学校いじめ問題について



② 報告書の内容（調査結果）

加害とされる児童５人のうち２人にはいじめ加害の事実を認定

学校・教育委員会は、「いじめが起きない学校づくり」 「いじめが発生した
際の適切な対応」 「いじめによる被害を受けた児童・生徒及びその保護
者への寄り添い」 「加害児童・生徒及びその保護者へのサポート」等の重
層的な⽀援を改めて全教職員で共有するとともに、⼦ども達にとって安心・
安全で、楽しく過ごすことができる学校づくりに邁進してほしい

外部からの不当な圧⼒を受けたことなどは⼀切なく、最後まで主体的に
調査できたと明⾔

学校・教育委員会の対応

事実認定

おわりに

４ 町⽴⼩学校いじめ問題について
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③ 学校及び教育委員会から（調査報告書より）

今回のいじめ重⼤事態を受けて、学校及び教育委員会は特に未然防止に
向けて取組みを進めていく決意

被害児童及びその保護者に対し、当時の学校及び教育委員会のいじめ
対応の至らなかった点について、真摯にお詫びを申し上げたい

全ての教育活動を通じて、いじめは絶対にあってはならないという当たり前
のことを⼦ども達に向けて徹底して伝えていく

町・教育委員会・学校が三位一体となってこどもを
いじめから守る体制を構築・確立していきます！！

４ 町⽴⼩学校いじめ問題について
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